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21世紀の年金政策※
ILOの示唆するもの
渡　部　記　安※※
1．問題の所在
　21世紀におけるわが国は，「人類史上に類を見ない超少子・超高齢社会に質的に転化」せざ
るを得ないことが，確実となった。
　このため，国民の「引退後所得保障制度（公私年金制度）」，とくにその大黒柱である「公的
年金制度」が，国民経済的にも，また国民個々人にとっても，非常に重要となってきた。
　「長居引退後生活に対する安定的な所得保障制度（公私年金制度）」が存在しなければ，21世
紀のわが国は非常に悲惨で，不安定な社会となろう。
　その対応策として，2000年3月に「公的年金制度が改正」されたが（1），その内容には非常に問
題が多い。
　現実に，今回の公的年金制度改正の重要な前提となった「合計特殊出生率1．38」さえも，最
新時点の推計では「1．34」に低下し，改正の前提が大きく予定利率も含めて大きく狂ってし
まった。
　わが国の21世紀における引退後所得保障制度が非常に不安定となってきた原因は，単なる
「超少子・超高齢社会への突入という客観的事実だけ」（もちろん，これだけでも大変深刻な課
題ではある）であろうか。
　先進諸国の年金政策を比較研究すれば，「わが国政府の年金政策には基本理念が欠如し，そ
の場しのぎのびぼう策に終始」している事実が判明する。
2．1：LOが大著編集出版
　幸いにも，ILOが2000年5月1日に，21世紀社会を展望した「公的年金制度：その発展と
改革」と題する800頁に及ぶ年金政策に関する画期的な大著を編集出版した（2㌔
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　本書は膨大な学術的大著であり，さらに公的年金制度に関する世界的現状と21世紀に対する
改革の必要性とその改革の指針を世界的権威者が詳細に分析した歴史的文献で，先進諸国を含
む世界各国における「21世紀社会に対する公的年金制度改革に関する優れた具体的政策的指
針」として，世界的に大変高く評価されている。
　ILO客員研究員でもある筆者は，本書の責任編集者であるC・ギリオ’ン11コ0社会保障局
長のご要請により，唯一の日本人学者として2本の英文原稿を寄稿する栄誉に浴した。さら
に，筆者は同局長から，本書の日本での翻訳出版も委託され，鋭意翻訳中であり，2001年11月
にまず上巻を出版予定である③。
　ISSA（社会保障担当官庁国際研究機i構）学術会員「国際年金比較研究会」代表の筆者
は，今回の本書出版を記念して，また21世紀におけるわが手甲少子・超高齢社会における公的
年金制度の理想像を模索するため，ギリオン局長を東京に招聰し，2000年5月19日に日本労働
研究機構，1：LO東京支局と共催で「国際年金講演会」「第6回国際年金セミナー」を開催し，
最新の世界情報のわが国社会への提供を行った。同局長の本書出版記念講演会は，ロンドン，
パリ，ニューヨーク以外は東京だけである。
　ILOは出版記念記者会見用および大衆啓蒙用として「要約」（要約とはいえ，43頁もある立
派な学術論文）を作成したω。そこで，今回は紙面と時間の関係上，まずこの「要約を簡単に紹
介」しながら，「21世紀におけるわが国の公的年金政策」を簡潔に検討したい。なお，「要約の
翻訳」は，「立正大学社会福祉学部紀要」に掲載した⑤。
　なお，膨大な本書に基づく21世紀の年金政策論は，その翻訳終了後に執筆予定である。
3．基本理念が重要
　「わが国政府の年金政策は，理念なき，その場限りの小手先的な技術論に終始」しており，
　さまつ「母様な技術論を展開するのが優れた専門家」と見なされている。ζのため，わが国の年金政
策は，世界の潮流から隔絶したものとなってしまった。
　しかし，rI］コ0に限らず他の先進諸国の年金政策は，基本理念を非常に重視」する。このた
め，多少技術論が不充分でも，引退後所得保障制度として大きな致命的欠陥を回避可能となっ
ている。
　とくに，「ペンション・ガバナンスの確立」が重視される。これは「年金制度の基本的あり
方」の問題であり，簡潔に要約すれば，「年金制度における民主性，公平性，効率性，信頼性」
の重視であり，従来わが国では無視されてきた問題である。
　「民主性」とは，年金制度の管理運営機構（社会保険庁等）における意思決定と日常業務監
視に対する，掛金拠出者と年金受給者の意思の反映の徹底化である。これは非常に重要な問題
であるヵ㍉従来のわが国の公的年金制度改革では全く無視されてきたものである。
　「公平性」とは，官民格差の解消，男女間および同性間の平等，インフォーマル・セクター
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における被用者に対する公的年金の適用，外国人に対する待遇改善が重要である。米国では
1984年に連邦政府公務員に関する公的年金制度を民間被用者に関する公的年金制度に統一し，
官民格差解消による公平性確保を実施した。非正規被用者が全被用者の約3割に達したわが国
では，インフォーマル・セクター被用者の公的年金適用問題が重要課題となってきた。専業主
婦に関する国民年金保険料問題は，周知の課題である。
　「効率性」とは，「最小のコストで，最大の引退後所得保障の提供を可能」とする制度構築と
その管理運営の問題である。しかし，従来のわが国の年金政策には，「効率性というコスト意
識」は皆無に近かったのが実態である。
　「信頼性」とは，制度内容のみならず，保険料徴収を含む管理運営能力に関する国民の信用
確保の問題であり，「保険料の拠出回避」の主要原因に関連する。わが国の国民年金の実質的制
度的破綻は，この「信用性」を忘却した結果でもある。
4。財源問題など
　　「財源問題」では，貧困防止に対する「所得代替率重視」や「物価スライド」などの視点の
観点から，公的年金制度に関して「賦課主義」を重視している。さらに，「巨額の責任準備金の
放慢な投資運用」を「年金資産運用の政治化」と明確に定義し，その危険性を指摘して「賦課
主義」の必要性を協調している。
　わが国の財政問題は，文字どおりこの「年金資産運用の政治化」問題であり，「教科書的失
政」（独年金学者）の典型的存在である。
　なお，「プラス・アルファー年金」に関して「積立主義」を採用する場合にも，「国家の責
任」を重視している。
　すなわち，「個人責任を認める年金政策を政府が採用する場合には，政府は賢明な投資運用
に関する判断を可能とする十分な金融知識・情報を被用老が入手し習得することを政府は保証
すべきであり……また年金基金管理運用業者に対する現実的かつ効率的な法的対策が必要不可
欠である」と強調している。また、「年金資産価値に関する透明的確保」のため，「資本市場の
適切な規制が必要不可欠」とも指摘している。
　さらに，21世紀の年金政策を「単なる引退後所得保障制度」としてではなく，多面的視点か
ら検討している事実も非常に注目される。
　まず，具体的年金政策と少子高齢社会における女性や高齢者の「労働力率向上策」との関連
、性を重視し，単純な「在職年金の削減」が，逆に「早期引退を助長」し，年金財政改善にあま
り寄与しない事実も指摘している。
　さらに，「老齢年金」を，「障害年金」，「失業給付」，「その他の社会的扶助」との関連性で，
総合的に把握する必要性も指摘している。
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5．確定拠出型制度
　わが国では民営化に関連付けて確定拠出型制度の安易な導入論が盛んだが，1：LOは「確定
拠出型制度の有効性」に関して，下記のように論ずる。
　「確定刑出撃制度は，年金財政に関する国民経済的負担をけっして軽減しない。引退者の生
活水準は，その富の移転が公的メカニズムを通じて行われようと、また金融市場ベースの貯蓄
を通じて行われようと，現役被用者の実質所得からのみ提供され，維持され得るから」であ
る。
　さらに，確定拠出型制度は，引退後所得保障制度としては「金融市場に極端に左右され，非
常に不安定」である。さらに，「年金給付額の物価スライド化」も，不可能である。
　このため，「確定拠出型による民営化」に対しても，大変厳格な態度である。
　なお，確定拠出型制度に関して，ILOは「最低保証給付額」型や「最低保証収益率」型を
重視している事実に注目すべきである。
　引退後所得保障制度の不安定は社会の不安定に直結するため，資産運用能力の低い金融機関
に安定収益源を提供するだけの「安易な自己責任論」は採用していない⑥。
6，ILOの具体的提言
　（1）所得源泉の複数化
　ILOは，リスク分散のために引退後所得財源の複数化を重視し，左記の「四本柱の公的年
金政策」を提言する。
　①「基礎的貧困防止型の第一柱」一「資力調査型」で，一般歳入を財源とする，全く他
の引退後所得を有しない高齢者に対する所得支援策である。1：LOは所得再配分機能を非常に
重視するが，わが国の「基礎年金」は，全員が同一保険料を拠出し，全員が同一年金給付額を
受給するという，世界でも全く特異な制度であり，「拠出回避」の最大要因ともなっている。
　②「賦課式確定給付型の第二柱」一「強制加入で公的管理運営型の，所得代替率40－
50％を提供する。完全インデックス年金」の提供である。「わが国では実に安易な確定拠出型の
民営化論が盛ん」であるが，rILOは所得代替率に注目し，安定所得源泉として確定給付型制
度を非常に重視している事実」に注目すべきである。また，年金財政として，「賦課主義」を重
視する。
　③「確定拠出型の第三柱」　積立上限水準まで「強制加入型」で，「年金形態」で引退後
所得を提供する「民間年金機関」が管理運営可能な制度。強制加入型のプラス・アルファの年
金形態である。
　④「確定拠出型の第四柱」　積立上限もない「任意加入型」で，民間年金機関が管理運
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営可能な制度。任意加入型のプラス・アルファの年金形態である。
　（2）観念的確定拠出型制度（NBC）
　さらに，「観念的確定拠出型制度（NFC）にも，注目している。同制度は，スウェーデンが
導入した確定拠出型制度に類似した制度である。
　同制度は，「観念的勘定」が拠出金により現役時代に累積され，「観念的金利」がこれに対し
て付与され，引退時に「年金契約」の形態で年金に転換可能となる。強制加入型の公的管理運
営型制度である。確定拠出型制度との相異点は，「適用金利」が「市場金利」ではなく，GDP
成長率または賃金上昇率のような他の形態の指標となっている。
　以上の検討によれば，わが国の年金課題は，「高度に複雑な要因に基づくもの」ではなく，
「基本理念の欠如」という単純な事実に基づく実態が判明する。
7．基本理念の重要性
　どの国のどの政策に関しても，「政策の策定基準および運営基準の適切な内容とその厳格な
遵守が必要不可欠」であり，他の先進諸国は最低限の「基本理念」を掲げ，「法の支配」の下で
厳格に遵守し，国際化時代の現在それが順次「世界基準」へと昇華されても来ている。
　ところが，わが国では残念ながら事態は，非常に異なる。
　この単純な原則を忘却した典型的事例が「大蔵省の金融政策」であり，世界に通用せぬ，長
期的展望を欠如した，その場シノギの問題先送り的な「基本理念なき裁量行政と法の支配を無
視した通達行政」に終始した。
　その結果，21世紀への対応が急務のわが国の金融システムを破綻させ，国民に70兆円の負担
を強いる結果ともなった。単なる「政策の失敗」というよりも，「犯罪」に近いとさえ評価され
よう。
　では，わが国の「年金政策・行政」にも，このような危険性はないのだろうか。
　国際比較研究を行えば容易に判明する事実ではあるが，「わが国の年金政策・行政は世界的
潮流から非常に乖離」しており，国際会議でも批判が少なくない。
　このため，「基本理念の検討を前提」としない批判検討は，わが国政府の提供する「世界に通
用しないイビツな土俵」を承認し，その上で議論するわけであり，「無意味のみならず，日本社
会にとっては有害」でさえある。今回の年金改正にたいしては多くの検討・批判が行われてい
るが，このような「基本理念の検討を前提」としたものは皆無に近い。このため，そのほとん
どが政府追随型か，単なる一部批判に終わっている。
　他の先進諸国に厳しく政府批判を展開する学者が非常に多く，かつ尊敬される。政府からの
独立性の乏しいわが国の学者とは，実に対照的である。
　「基本理念に基づく厳しい政策批判によってこそ，国民監視の下に政策の改善が着実に進
行」するのであり，「学問の自由の存在理由」もここにある。その意味で，わが国の年金学者の
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責任は非常に重い。
　21世紀の超少子超高齢社会は，わが国の年金政策に対して発想の本質的転換を強く要求」し
ている。このため，迂遠なようではあるが，真に根源的問題であるため，若干ながらもこの
「基本理念を具体的に検討しておくことが必要不可欠」である。
8．ILOの世界基準
　さて，年金制度改正の本質的批判検討を行うための前提条件としては，
第一に，「公的年金政策に関する基本理念ないし世界基準というものが存在するのか否か」，
　（もし，存在すれぽ）
第二に，「わが国の年金政策がその基本理念ないし世界基準に適合して策定され，遵守されて
いるのか」，という根源的な事実確認問題が存在する。
　まず第一の問題に関して世界動向を概観すれば，公的年金制度とはその国の歴史・社会状況
等を反映した「個別的特殊性」を有しながらも，「同一世代間・異世代間の連帯性，および年金
数理的客観性」という「万国共通性」を強く有する社会的制度である事実が判明する。
　このためこそ，ILO・ISSA（社会保障担当官庁国際研究機構）を始めとして，最近で
はOECD，WB（世界銀行），　IMFなどの国際機関による世界的な国際比較研究が実施可能
であり，かつそれに基づく改善策の提言が有益性に富むのである。
　まず最初にわれわれが明確に認識しておくべきことは，低経済成長・超少子超高齢社会とい
う21世紀前半の社会の実態においては，基本的に「従来のような寛大な公的年金給付の維持は
不可能」であるという冷厳な事実である。
　このための最も有効かつ必要不可欠な対策として，「ペンション・ガバナソスの確立，ポリ
ティカル・リスクの根絶，所得再分配機能の強化，引退後所得保障財源の多様化，確定給付型
の重視，出生率の向上，高齢者・女性の労働力率大幅引き上げ，同一世代間・異世代間の連帯
性，インフォーマル・セクターの重視，および年金数理的客観性の堅持」などが挙げられ，1
玉0やISSA等が明確に提言しているのも「自明の理ともいうべきこれら基本理念の採用と
厳格な遵守」である。
　ところで，わが国では十分認識されていない事実ではあるが，OECD・WB・IMFなど
の国際機関もすべてこの「基本理念」に関してはILOやISSAとは共通認識であり，これ
こそが「現時点における適切な世界基準」である事実を，われわれは明確に認識すべきであ
る。
　「確定拠出型」に関しては，情報化時代の今日にもかかわらず、わが国ほど世界の実態に無
知な国は存在せず，WB前中堅幹部のE・ジェイムズの見解のみがわが国では異常とも言える
ほど喧伝されている。しかし，WBボルツマン研究調査理事などrWB自体は，引退後所得が
予測可能で安定する確定給付型を非常に重視」している事実を，’筆老は強く指摘したい。
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　このため，「21世紀における年金環境実態が世界でも最も厳しいわが国は，まずこの世界基
準に忠実」でなければならない。「実態を無視した，寛大な公的年金への国民の甘え」はもはや
許されず，この「世界基準の厳格な遵守こそが，21世紀の超少子・超高齢化社会に必要不可欠
な唯～の年金政策」である事実を，筆者は強く指摘したい。
9．年金改正の具体的検討
　そこで第二の課題は，「果たして，わが国政府がこの世界基準を厳格に遵守して年金行政を
実施し，公的年金改正を実施してきたか」という具体的問題である。
　結論的に言えば，今回の改正を含めわが国政府の年金政策は，「保険料の引き上げか給付の
削減かという，実に幼稚な二者択π策」であり，基本理念を忘却したその場限りの小手先的問
題先送り策に終始し，「世界基準から完全に乖離」しているのが実態である。
　q）ペンション・ガバナンスの確立
　　「ペンション・ガバナンスの確立」こそが，「健全かつ持続可能な公的年金制度の基本理念」
としてILOが最も尊重するものであり，とくに「年金制度における公平性と効率性」を重視
する。
　元来この基本理念は，主として発展途上国に対して1：LOが強く要請する基本理念であり，
「ペンション・ガバナンスの確立なくしては，社会保険制度そのものが崩壊する」とさえ危惧
している。なお，ILOは，先進諸国は当然具備しているものと判断している。
　しかし残念ながら，「ペンション・ガバナンスの確立」こそが，逆にわが国で最も欠落してい
る基本理念でもあり，ここに「わが国の年金政策のアンバランスと脆弱性が存在」する事実
を，筆者は強く指摘したい。
　わが国政府や学者は完全に誤解しているが，「年金政策最大の課題は「ペンション・ガバナ
ンスの確立」であり，これなくして「高齢化問題の本質的解決は不可能」である。
　①　　「公平性」
　「公平性」の観点から，米国では財政悪化期に，「負担増ないし給付削減を国民に説得する前
提」として，まず1984年に実施したのが「官民格差の是正」であり，全員に手厚い職業（企
業）年金部分を含む連邦政府公務員年金を日本でいう一般勤労者向けの「厚生年金と職域年金
に完全分離し，調整（給付削減）を実施」した。
わが国の公務員年金も，権力に近い存在であるため，米国以上に軽い負担で非常に手厚い給
付を受けている。今回の改正で国民に「負担増ないし給付削減」を求める前に，まず政府のお
こなうべきことは公務員年金の厚生年金と職域年金への完全分離・調整であった。これは「ペ
ンション・ガバナンスの確立」だけではなく，「健全な職域年金の発展」にも非常に寄与する。
わが国では「公平性」の課題は，他にも多い。
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　以上のとおり，米国と比較しても，わが国政府の年金政策は順序を完全に誤っている。ま
た，わが国では「年金統合」問題が，「ペンション・ガバナンスの確立」という基本理念の視点
ではなく，「破綻制度の救済策」という単なる技術的問題と考えられているが，これも完全な誤
りである。
　②　「効率性」
　わが国の「社会保障政策」には，「効率性」という概念が，残念ながら存在しない。
　「年金制度の運営管理コスト分析」には，政府のいう　「直接的運営管理コスト」のみなら
ず，「保養所」（実質的に経営破綻）や「年金福祉事業団」（自主運用による巨額累積赤字）等か
ら派生する「間接コスト」も当然包含しなければ「年金制度の正確な実質的コスト」は計測不
可能である。
　「間接コスト」を包含ナれぽ，他の先進諸国に比較して，「わが国年金制度の実質的コストが
いかに高く，いかに非効率かが明確」となる。残念ながらわが国の年金官僚は，「責任準備金イ
コール余資と曲解し，浪費する性癖」が伝統的に非常に強く（次の「ポリティカル・リスク」
の一種），「保養所や自主運用の徹底的早期廃止が急務」である。
　（2）ポリティカル・リスクの根絶
　「官僚や政治家に健全な年金資産運用は不可能である事実は、歴史が世界的に証明」してお
り，1：LOも「ポリティカル・リスク」の典型的事例として強く指摘している。
　ところが、わが国政府の方針は，「財政投融資は廃止するが，官僚による年金資金の自主運用
を強化拡大」するという。これでは，「大蔵省から厚生省への単なる所管変更」にすぎず，「官
僚的発想の貧困さと利権構造」の典型的存在である。
　さらに問題なのは，従来の「財投による不良債権のディスクロージャー（公開）」が全く実施
されておらず，その検討さえない事実にある。政府は「厚生年金資産は，170兆円」と公表して
いるが，この発表には「不良債権概念」が存在しない。「公的年金制度への時価主義導入が急
務」である。わが国には「ポリティカル・リスク」の課題は，他にも多い。
　（3）所得再分配機能の強化
　ILOは「貧困防止用の基礎年金」と「プラス・アルファの報酬比例年金」を明確に区分
し，前者には「所得再分配機能徹底のための，一般歳入による賦課主義」と「資産調査」を提
言する。そこには「損得勘定による未加入・未納付というモラル・ハザード（拠出回避）の混
入余地は存在しない。
　ところが，わが国の「基礎年金」は「全国民同一拠出金・全国民同一受給額方式の修正積立
主義」という，「所得再分配機能の非常に乏しい，世界にも類を見ない異常形態」となってい
る。そこには「損得勘定による未加入・未納付というモラル・ハザード」が大きく混入し，所
得再分配機能を脆弱化する。3割もの国民が未加入・未納付という事実は，「モラル・バザー
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ド」以上に，「制度設計上の致命的欠陥」を証明するものである。
　このため，「基礎年金改革」の根本問題は，「朝三暮四的な国庫負担の割合増加」ではなく，
「一般歳入による賦課主義への根本的制度設計変更と資産調査の導入」にある。そうすれば，
「資産運用のポリティカル・リスク」も同時に防止可能である。
　この意味で，「わが国の年金政策には，21世紀への年金改革に対する意欲と能力が根本的に
欠如している」と，筆者は評価せざるを得ない。
　国民も，「国庫負担であれ保険料であれ，国民負担に相違ない事実」を冷静に認識すべきであ
る。筆者が友人のインド人学者や政府要人に質問して確認したところ，かれらは「朝三暮四と
は，オシャ此様時代の2500年前のインドの猿の愚かさであり，現在のインドの猿は進歩発展し
ており，「3＋4」も「4＋3」も7に相違ない事実をよく知っている」という。
10．政策批判の前提条件
　古今東西を問わず，「問題の解決には，原因の客観的究明とその完全除去が必要不可欠」とい
う，単純だが最も重要な基本理念が厳然として存在する。
　しかし，世界的な引退後所得保障制度の国際比較研究において筆者が常に痛感するのは，わ
が国政府の「単純かつ不可欠なこの基本理念の軽視・忘却」であり，その結果，国民に対して
無用な多大の負担と非効率的な低行政サービスの甘受を強要している。
　このため，年金制度改革に関する批判検討においても，あくまでも「派生的現象」ともいう
べき個々の具体的改正内容よりも，その「具体的前提」としての「政府の政策的発想能力・改
革能力の脆弱性と政策説明責任（アカウンタビリティー）の欠如」そのものが，より深刻かつ
重要な国民的課題であり，国際的にも厳正に批判されなければならない。これは，「縦割り行政．
の弊害」の一側面でもある。
　すなわち，年金制度改革に関する批判検討においても，他の先進諸国政府は「単純かつ不可
欠なこの基本理念を遵守」しているため，「具体的前提」がシヅカリしており，その上に構築さ
れた「派生的現象」ともいうべき個々の具体的改正内容の批判検討で十分な成果が得られつつ
ある。
　しかし，わが国政府は「単純かつ不可欠なこの基本理念を軽視・忘却」しているため，「具体
的前提自体がフラフラしており信頼可能性に乏しく」，そのような「不確実な具体的前提の上
に構築された『派生的現象』である個々の具体的改正内容の批判検討では非常に不十分な結果
しか生まないのが実態」である。この単純な事実を，筆者は強く指摘したい。
　多くの読者は，筆者の主張を「迂遠な議論」と思うかも知れない。
　しかし，公私年金制度の国際比較研究を長く行ってきた筆者が最も痛切に実感するのは，わ
が国のこの異常な特殊な実態であり，われわれは発想の本質的転換が必要不可欠である。
　「なぜ，過去20年間の年金制度改正が本質的改革に直結せず，本質的課題の先送りに終始」
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してきたのか。また，「不確実な具体的前提の上に構築された『派生的現象』である個々の具体
的改正内容の批判検討のみに終始してきた従来の識者の批判検討のほとんどが正鵠を得ていな
い」のも，このようなわが国の実態を冷静に認識・分析していない結果である。今回の改正の
最大かつ本質的問題が，「具体的前提の不確実性」にあり，その上に構築された「個々の具体的
改正内容の検討はほとんど無意味である事実」を読者に理解頂けれぽ，本稿の目的は達成され
たことになる。
　このため，われわれは，この冷厳な過去の実態を直視して，21世紀における健全で持続可能
な引退後所得保障制度確立のために真剣に反省しなければならない。その意味で，国際比較研
究の重要性に鈍感で，わが国の国際的特異性を忘却して表面的批判検討に終始し，本質を無視
した項末な年金技術論に満足してきた従来の多くの年金専門家の責任は，非常に重い。
11．客観的究明の欠如
　「年金数理的客観性の堅持なくして，健全な年金制度の確立は不可能」である。
　このためにこそ，各国は営々と政策努力を継続しており，「年金政策策定における恣意性か
ら，年金数理における客観性を擁i護・堅持」するために，英国のように「年金政策当局と年金
数理算定当局（ガバメント・アクチャリー）を分離」している国さえ存在する事実を，われわ
れは厳粛に認識すべきである。
　「問題解決の前提として，原因の客観的究明」のためには，「恣意性を排除した，客観的基準
に基づく，冷静な判断が必要不可欠」である。
　ところが，わが国の今回の年金制度改正も，相変わらず客観性の乏しい「予定利率」や「出
生率」を前提に算定されている。今回の改正における最大の課題は，関連学会やマスコミ等で
盛んに議論されている「派生的現象である個々の改正内容」では決してなく，「客観性の非常に
乏しい具体的前提そのもの」である事実を，国民は冷静に理解しなければならない。今回の改
正においては、このような「派生的現象に関する議論」は，理論的には実質上ほとんど意味が
乏しい。
　要するに，このような「金融市場実態を無視した予定利率」や「改正毎に毎回実態と乖離の
著しい，恣意的ともいえる楽観論に基づく出生率」（今回も既にその乖離が実証された）を「具
体的前提」に算定された将来の「保険料推計」や「給付削減率」（「適正化」などという官僚的
言葉の遊戯は根絶すべきである）や「年金受給開始年齢の引き上げ」などは，非常に客観的根
拠の希薄なものであり，信頼性が非常に乏しく，本質的課題の先送りにすぎない。その結果，
5年後の次回改正においては，「給付2～3割削減」や「保険料率の大幅引き上げ」や「更なる
受給開始年齢の引き上げ」等の「大改正の可能性が非常に高い事実」を，筆者は強く指摘して
おきたい。
　現実に，「60歳定年さえ，早期退職・リストラで実質的に空洞化」されつつある厳しい雇用環
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境下にもかかわらず，特別支給の老齢厚生年金の「支給開始年齢の65歳への引き上げ」さえ実
施した。
　また，「ペンション・ガバナンスの確立による年金制度の効率化（冗費排除）」は無視したま
ま，1：LOが重視する「賃金スライドを廃止」した。
　世界的な引退後所得保障制度の国際比較研究において筆者が常に痛感するのは，わが国政府
の基本理念の欠如であり，年金制度の効率化には全く鈍感である反面，給付削減には常に鋭敏
である。その結果，国民に対して，無用な多大の負担と非効率性の甘受を強要する結果となっ
ている。
12．人口変動対策の欠如
　　「疾病の治療」には，古来から「原因の客観的分析究明とその完全除去」が単純かつ不可欠
の基本原則である。
　ところで，わが国政府も承認しているとおり，現在の先進諸国における「年金改革必要性の
主因」は，「超高齢化という人口変動の弊害」にある。
　このため，他の先進諸国は超高齢化という人口変動の弊害除去のための最重要政策として，
「出生率向上策と労働力向上策を積極的に推進」しており，1：LOもその大著でその重要性と
不可欠性を明確に指摘している。
　しかし，今回のわが国の年金制度改正において，最も欠落しているのがこの点である。
　「出生率の向上策」が年金政策として必要不可欠であるために，「働く女性の労働条件の改善
や育児諸政策の改革が緊急不可欠」である。
　しかし，わが国では逆に，「男女の形式的平等」等を根拠に労働基準法や男女雇用機会均等法
が改悪され，「出生率改善をますます困難とする労働環境が強化」されてしまった。今や，「年
金政策と女性の雇用政策は密接不可分な表裏一体の関係」にあるというのが，世界的な認識で
ある。このため，「わが国の今回の年金改正は，縦割り行政の弊害も含め，日本政府としての統
一的年金政策が欠如している象徴的現象」でもある。「育児手当的な理念なきバラマキ行政」で
は，本質的解決にならない事実は，世界的に立証されている。
　「労働力の向上策」として，「高齢者と女性の労働力率の向上」が必要不可欠であり，「それ
が不可能ならば移民導入策しかないであろう」と世界の識者は日本に対して警告を発してい
る。
　ところが，今回の改正は，「60歳台後半への在職老齢年金制度の導入，すなわち給付引き下
げ」や「繰り上げ受給者に対する削減率の引き下げ」などを実施し，「高齢者の勤労意欲を本質
的に減退」させてしまった。1：LOが常に指摘しているのは「高齢者の勤労意欲を向上させる
年金政策」であり，「安易な給付削減は，高齢者の勤労意欲を減退させ，その結果，年金政策と
しては本来の目的を達成困難とする可能性が強い」と厳しく警告を発している。
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　「年金改革必要性の主因が，超高齢化という人口変動の弊害」にある事実を承認しながら，
その本質的改善策はほとんど皆無で，「負担増か給付減かという幼稚な二者択一に終始」した
のが今回の改正の実態である。
13。女性問題ほか
　いわゆる「3号問題」が，マスコミも通じて大きく論じられている。
　女性の平等待遇のみならず，女性の労働力率改善の観点からも，「3号問題」は無視できず，
また育児体制不備下での育児問題にも密接に関連する。
　政府は「関連学会の専門意見も十分聞く必要がある」と，結論を先延ばしとした。
　しかし，冷静にこの問題の発生過程を観察すれば，「基礎年金創設時に，国民年金の積立金巨
額不足対策として，厚生年金と共済年金から兆円単位での資金投入を決定した段階」で，「その
見返り的対策として3号問題が発生している事実」を，われわれは明確に認識すべきである。
要するに，この問題は合理的・客観的な年金数理を完全に無視した純然たる政治的取引に端を
発している冷厳たる事実を，筆者は強く指摘したい。
　年金政策に「奇策」は存在せず，不合理な対策は後世に多大の矛盾を先送りするという，世
界にも類例を見ない事態である。
　次に，学生の保険料問題も，「個人単位の年金制度」と標榜しながら「親の所得」に対応して
処理した矛盾の発露である。
　そういう意味では，ドイツは「学生問題」も「介護i者問題」も，非常に理論的に徹底した対
策を講じている事実を，筆老は強く指摘しておきたい。わが国の対策は，基本理念を忘却し，
全くその場しのぎの対策に終始してきた事実が判明する。
　結論
　以上，要するに，今回の公的年金制度改正は，基本理念を全く忘却し，困難な問題の本質を
回避し，単純に国民に過大な負担と不利益を強制したものであり，国際的には全く通用しない
結果となっており，本質的批判検討には値しないと評価せざるを得ない。
（2001年夏，白雪のモンブランとヨットの走る青きレマン湖を望むジュネーブのILO本部9階研究室に
て）　以上
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